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アジアは一つになれるのか？－
東アジア共同体の行方

１

今日お話したいこと

○私とアジアとの関わり；自己紹介を兼ねて

○今日のテーマ；東アジアの概観、北米・欧州との比較

○なぜ今アジアか？；世界の工場から世界の市場へ

○繋がるアジア；ヒト・モノ・カネの流れ、生産ネットワーク

○低くなる経済の国境；FTAとEPA、東アジア共同体

○3つのビジネスチャンス；中間層、貧困層、インフラ

○アジアの課題；インフラ、格差、環境、人口、政治・治安

○アジアでの経済協力の役割；ODAとJICAの紹介

○日本とアジアのこれから；アジアで生きる・アジアと生きる

２



はじめに：私とアジアとの関わり（自己紹介を兼ねて）

1960年 北海道生まれ（今年50歳）

1982年 通商産業省（今の経済産業省）入省

1989年 米国留学

1995年 熊本県商工観光労働部に出向（大分との出会い）

1997年 通商白書担当室長（アジア経済危機の年）

1998～2001年 香港駐在（JETRO産業調査員）

2001年 「メイド･イン･チャイナ」（東洋経済）出版

2003～2006年 タイ駐在（JETROバンコクセンター所長）

2007～2009年 中国、インド、ベトナムとの通商交渉官

2009年～ JICAにて世界の途上国への経済協力を担当

３

東アジアとはどの国々を指すでしょうか?

A：日本、中国、韓国、北朝鮮、モンゴル、（台湾）→北東アジア

B：東南アジア諸国連合（ASEAN）加盟国＝ブルネイ、インドネシア、マレー
シア、フィリピン、シンガポール、タイ（以上先発ASEAN）、カンボジア、ラオス、ミ

ャンマー、ベトナム（以上、後発ASEAN）、未加盟の東チモール→東南アジア

Ｃ：インド、バングラデシュ、パキスタン、スリランカ、ネパール、ブータ
ン→南アジア

D：オーストラリア、ニュージーランド→大洋州の一部（他にも島嶼国）

東アジア・サミット参加国：Aのうち日本、中国、韓国、BのASEAN１０カ
国、Cのうちインド、Dのオーストラリア、ニュージーランドの１６カ国

（インドは東アジアか? オーストラリア、ニュージーランドはアジアか? との疑問も

よく聞かれますが・・）

以下では、東アジアサミット参加の１６カ国を「東アジア」と呼ぶこと
にします。日本から見た共通点は、日本企業の主要な展開先（貿
易相手、投資先）になっていることです。 ４



人口 名目GDP
1人当たり
名目GDP

総貿易額 総輸出額 総輸入額
対日本輸出
額

対日本輸入
額

日本からの直
接投資

日本からの直
接投資残高

年 2008年 2008年 2008年 2008年 2008年 2008年 2008年 2008年 2007年 2008年末
単位 億人 １０億ドル ドル 10億ドル 10億ドル 10億ドル 10億ドル 10億ドル 億円 億円

ブルネイ 0.004 15 37,031 13 10 3 4.2 0.2 42 -
カンボジア 0.14 11 823 12 4 8 0.1 0.2 38 -
インドネシア 2.29 512 2,239 266 137 129 27.7 15.1 739 7,699
ラオス 0.06 5 859 4 2 3 0.02 0.1 3 -
マレーシア 0.27 222 8,118 356 200 157 21.5 19.6 618 6,990
ミャンマー 0.59 26 446 14 7 7 0.3 0.2 -4 -
フィリピン 0.90 167 1,845 110 49 60 7.7 7.1 737 7,042
シンガポール 0.05 182 38,976 659 339 320 16.7 25.9 1,122 17,615
タイ 0.66 273 4,116 352 173 179 19.7 33.6 2,093 18,533
ベトナム 0.86 90 1,042 143 63 81 8.5 8.6 1,130 2,986

ASEAN計 5.83 1,503 2,579 1,930 984 946 106.5 110.7 6,518 61,078
日本 1.28 4,911 38,457 1,545 783 762 - - - -

中国 13.28 4,327 3,259 2,561 1,429 1,132 116.2 150.8 6,700 44,239
韓国 0.49 929 19,136 862 427 435 28.3 61.0 2,447 10,996

ASEAN+3計 20.87 11,670 5,593 6,898 3,623 3,275 250.9 322.5 15,665 116,313

インド 11.86 1,207 1,017 459 178 281 3.2 7.3 5,429 8,523

オーストラリア 0.22 1,013 46,824 397 186 211 41.2 19.1 5,369 17,249
ニュージーランド 0.04 128 30,030 65 31 34 2.6 2.8 618 1,300

ASEAN+6計 32.99 14,019 4,250 7,819 4,017 3,802 297.9 351.7 27,081 143,385
NAFTA 4.44 17,029 38,323 4,472 2,048 2,955 79.0 177.1 46,375 214,013

（うち米国） 3.04 14,441 47,440 3,180 1,300 2,166 66.6 143.4 44,617 204,584
EU 4.96 18,388 37,060 10,810 5,901 6,152 62.3 110.8 23,431 146,058
その他 24.21 11,482 4,743 6,268 4,053 3,623 243.1 189.6 35,433 113,944

世界計 66.60 60,917 9,146 32,550 16,019 16,531 682.4 829.3 132,320 617,400

東アジア経済早見表

（資料）人口、名目GDP、１人当たり名目GDPはIMF「World Economic Outlook Database October 2009」、貿易額はIMF「DOT」、直接投資額は
財務省・日本銀行「国際収支統計」から作成。 （注）以下で東アジアとは、東アジアサミットの参加国16カ国(上記のASEAN＋６）を指す。 ５

今年中国のGDPは日本を抜く。2020年には3倍、
2030年には4倍?（内閣府予測）

東アジア 欧州（EU) 北米（NAFTA)

国数
１６か国（ＡＳＥＡＮ10
　　＋日中韓印豪ＮＺ）

　２７か国 　３か国（米加墨）

人口 ３３．０億人（４９．５％） ５．０億人（７．４％） ４．４億人（６．７％）

名目GDP １４．０兆ドル（２３．０％） １８．４兆ドル（３０．２％）
１７．０兆ドル
(２８．０％)

１人あたり名目
GDP

４，２５０ドル ３７，０６０ドル ３８，３２３ドル

１人あたり名目
GDPの格差（最大
国／最小国）

１０５倍
（オーストラリア／ミャン

マー）

１７倍
（ルクセンブルグ／ブル

ガリア）

５倍
（米国／メキシコ）

名目貿易額 ７．８兆ドル（２４．０％） １０．８兆ドル（３３．２％） ４．５兆ドル（１３．７％）

東アジアは欧米と肩を並べる経済規模に

（注） 括弧内は世界シェア
（資料） 世界銀行「ＷＤＩ」、 ＩＭＦ「ＷＥＯ」、「ＤＯＴ」。

○東アジア１６カ国を一つの経済圏と見立てて、代表的な経済圏である欧州連合（EU）地域、北米自由貿易
協定（NAFTA）地域と比較してみよう。
○東アジア16か国の人口は世界の約半分、GDPは世界の５分の１強を占める。
○他方、１人あたりGDPは４０００ドル強で欧米と10倍の差があることに加え、域内の格差が欧米に比べ圧
倒的に大きいのが特徴だ。

６

（2008年）



○東アジアの製造業付加価値額は、1990年代にNAFTAを、2004年にはEUを上回り、世界トップの地位

を確立した。東アジアは名実共に「世界の工場」となっている。
○東アジアの中では、2007年には中国の製造業付加価値額が日本のそれを上回った（2008年時点の
製造業付加価値額は、中国1.12兆ドル、日本1.00兆ドル、韓国・ASEAN併せて0.49兆ドル）

○この背景には、日本企業の中国への直接投資と相互貿易の活発化など、東アジア域内で国境を越
えた分業生産体制（サプライチェーン）が確立・発展したことがある。
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アジア

EU27

NAFTA
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備考：アジアはASEAN+6

資料：UN"National Accounts Main Aggregates Database"から作成。

（兆ドル）

世界主要国・地域の製造業実質付加価値額とアジア域内輸出額の推移

世界の工場になった東アジア

出所：平成22年版通商白書より

７

東アジアの中で強まる産業ネットワーク
○日本、中国、NIEｓ（韓国、台湾など）、ASEAN間の部品貿易額の変化を10年前と比較すると、中国を経
由する部品の輸出入が大幅に増加し、中国の生産拠点としての存在感が強まっていることがわかる。
○この背景には、日本企業が電機電子や自動車産業を中心に中国、ASEANに生産ネットワークを構築し、
部品・半製品・素材・完成品を相互に輸出しあう水平分業構造ができあがっていること、韓国企業、台湾企業
なども同様のネットワークを拡大していることがある。

８
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394 日本→中国 4.8

NIES→中国 7.1

ASEAN4→中国 9.5

中国→日本 5.5

中国→NIES 5.5

中国→ASEAN4 11.1

日本、NIES、ASEAN4と
中国との貿易額（部品）の変化
（１９９８年→２００８年）

日本・中国・NIEｓ・ASEAN4間の貿易額（部品）の変化

備考：NIESとは、韓国、台湾、香港、シンガポールを指す。ASEAN4とは、タイ、フィリピン、インドネシア、マレーシアのこと。
資料：「平成22年版通商白書」より。独立行政法人経済産業研究所「RIETI-TID 2009」から経済産業省が作成。

（倍）



日本の主要貿易相手は欧米からアジアへ

（注） 東アジアは、ASEAN10か国、日本、中国、香港、台湾、韓国、豪州、ニュージーランド、インド
（資料） World Trade Atlas

○日本の貿易相手国・地域としては、この10年間で米国の比率が28％から14％に低下、東
アジアの比率が約半分にまで上昇した。中でも中国の比重は2割近くまで拡大した。
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１６０兆円

日本の主要貿易相手国・地域シェアの変化

１０

日中間日中間でも水平分業が主流に（輸出入とも機械類）でも水平分業が主流に（輸出入とも機械類）

(出典：World Trade Atlas）

○日本と中国の間では、電気機械や産業機械の輸出入が双方向ともに多い。これを水平分業
という。中身を見ると、中国は高度な電子部品や機械を多く輸入しているのに対し、日本はコン
ピューター等の完成品を多く輸入している。
○それ以外に、中国は、プラスチック、鉄鋼、化学品などの素材を、日本は衣類を多く輸入して
いる。 日中間の貿易品目シェアの変化



経済連携協定
（ＥＰＡ：Economic Partnership 
Agreement）
自由貿易協定を柱に、ヒト、モノ、カネ

の移動の自由化、円滑化を図り、幅広

い経済関係の強化を図る協定。

特定の国や地域の間で、物品の関税や

サービス貿易の障壁等を削減・撤廃す

る協定。

自由貿易協定
（ＦＴＡ：Free Trade Agreement）

関税の

削減・撤廃

サービスへの
外資規制撤廃

投資規制撤廃、
投資ルールの
整備

知的財産制度、
競争政策の調和

人的交流の
拡大

各分野での
協力

など

自由貿易協定（ＦＴＡ）と経済連携協定（ＥＰＡ）との違い

など

○各国政府は従来、関税障壁によって自国産業を輸入品との競争から守ってきた。
○しかし、ブロック経済化の反省と、自由貿易推進のメリットから、戦後GATT、WTOによ
り、世界的に関税障壁は下がってきた。
○加えて、９０年代以降、欧州、北米などで二国間、地域内で関税を自主撤廃する自由
貿易協定（FTA）の締結が盛んになってきた。
○日本も2000年以降、東南アジア諸国を中心に二国間の関税撤廃を進めたが、その際
自由貿易協定より内容の幅広い経済連携協定を締結してきている。

１１

AFTA
ASEAN自由貿易地域
93年発効、 ASEAN6は2010年まで、
残り4カ国も2015年までに域内関税を
原則撤廃

中・豪
05年5月～交渉中

韓・印
10年1月発効

日ブルネイ
08年7月 発効

日豪
O7年4月～交渉中

豪・ＮＺ・ＡＳＥＡＮ
10年1月発効

印・ＡＳＥＡＮ
10年1月 物品貿易協定発効

地域協定
二国間協定

東アジアにおける活発な経済連携の動きにおける活発な経済連携の動き

中・ＮＺ
08年10月 発効

日タイ
07年11月 発効

日インドネシア
08年7月 発効

日フィリピン
08年12月 発効

日マレーシア
06年7月 発効

豪・ＮＺ
83年 発効

日シンガポール
02年11月 発効
07年9月 改正議定書発効

ASEAN自由貿易地域（AFTA）に加え、ASEANと近隣国との「ASEAN＋１」、日本・
韓国等が結ぶ二国間FTA/EPAが今世紀に入ってから急速に増加、東アジアはもは
やFTA後進地域ではなくなった。

１２

印・NZ

09年2月交渉
開始合意

韓・豪

09年5月～
交渉中

韓・NZ

09年6月～
交渉中

中・ＡＳＥＡＮ
05年7月 物品貿易協定発効
07年7月 サービス分野発効
10年1月 投資分野発効

韓・ＡＳＥＡＮ
07年6月 物品貿易協定発効
09年5月 サービス分野発効
09年9月 投資分野発効

日・印
10年9月 大筋合意

日ベトナム
09年10月 発効

日韓
04年11月以降
交渉中断

日・ＡＳＥＡＮ
08年12月 発効

日中韓

10年5月産学官研究開始



マレーシア
発効済(０６年７月）

ブルネイ
発効済(０８年７月）

タイ
発効済（０７年１１月）

インドネシア
発効済（０８年７月）

シンガポール
発効済(０２年１１月）
改正（０７年９月）

ＮＺ

豪州
交渉中

アセアン＋６、アセアン＋３
政府間での議論を開始

フィリピン
発効済(０８年１２月１１日）

ＥＵ
民間において議論

GCC諸国
交渉中

「湾岸協力会議」：
サウジアラビア、クウェート、
アラブ首長国連邦、
バーレーン、カタール、
オマーン

スイス
発効済(０９年９月）

チリ
発効済(０７年９月）

ペルー
交渉中

メキシコ
発効済(０５年４月）

米国
民間において議論

日
中
韓

産
官
学
で
研
究
中

ア
セ
ア
ン
（Ａ
Ｊ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
）

発
効
済
（
０
８
年
１
２
月
）

日本

韓国
交渉中断中
（再開に向け事務
レベルで協議中）中国

ベトナム
発効済(０９年１０月１日）

日本が結ぶEPA（経済連携協定）は着実に増えている

１３

●発効・署名済（１０ヶ国１地域）： シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネ
シア、ブルネイ、アセアン、フィリピン、スイス、ベトナム

●交渉中（４ヶ国１地域）： インド（大筋合意済）、韓国、ＧＣＣ（湾岸協力会議）、豪州、ペルー
●研究・議論中（１ヶ国４地域）： アセアン＋６、アセアン＋３、日中韓、モンゴル、EU

APEC21カ
国･地域での
FTAの検討
開始（FTAAP)

インド
大筋合意
（10年9月）

モンゴル
官民合同研究中

ＡＳＥＡＮを核（扇の要）とした
既存ＦＴＡネットワーク

ＡＳＥＡＮ＋３（ＥＡＦＴＡ）
（ＡＳＥＡＮ・日・中・韓）

ＡＳＥＡＮ＋６（ＣＥＰＥＡ）
（ＡＳＥＡＮ＋日中韓印豪NZ）

ﾊﾟﾌﾟｱ･
ﾆｭｰｷﾞﾆｱ

・09年10月 政府間で議論することに首脳間合意

・10年～ ４つの分野（原産地規則、関税分類、税

関手続、経済協力）について、ま
ずＡＳＥＡＮ内で議論。９月から日
中韓とも議論を開始。

セ ピ ア

豪・ＮＺ
発効済

インド
発効済

中国
発効済

韓国
発効済

日本
発効済

日中韓

米国
カナダ

メキシコ

ロシア

香港
台湾

ペルー
チリ

・09年11月 ＡＰＥＣ首脳会議にて、検討に合意
・１０年６月 日本も「新成長戦略」で検討を表明

ＦＴＡＡＰ（ＡＰＥＣワイドのＦＴＡ）

（注) ＡＳＥＡＮ１０か国のうち、ミャンマー、カンボジア、ラ

オスはＡＰＥＣに加盟していない。インドも非メンバー国。

・09年10月政府間で議論することに首脳間合意

・10年～ EAFTAに同じ。

広域的な経済統合に向けた動き今後は今後はＡＳＥＡＮを中核を中核にに経済統合経済統合が拡大へが拡大へ

Viet Nam

シンガポール

ブルネイ

ニュージーランド
チリ

米国

TPPTPP
ペルー

豪州

ベトナム

ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済パートナー
シップ）

・09年12月 オバマ政権は議会にＴＰＰ交渉開始を通知

・10年6月 第２回交渉会合をアメリカで開催

・09年10月 産官学研究開始につき首脳間合意

・10年5月 日中韓産官学共同研究を開始

１４



「東アジア共同体」構築への努力が続いている

ＦＴＡＦＴＡ

エネルギー・環境エネルギー・環境

災害救援災害救援

東アジア共同体東アジア共同体
の構築の構築

産業協力産業協力

インフラ開発インフラ開発

金融・通貨金融・通貨貿易・投資貿易・投資

東アジア共同体の構築東アジア共同体の構築東アジア共同体の構築

具体的協力分野具体的協力分野

石炭・鉄鋼の共同市場整備石炭・鉄鋼の共同市場整備

共通外交・安保政策共通外交・安保政策

通貨統合通貨統合

資本・労働・サービス自由化資本・労働・サービス自由化

司法・内務協力司法・内務協力

関税自由化関税自由化

原子力・エネルギー協力原子力・エネルギー協力

欧州統合の協力分野欧州統合の協力分野欧州統合の協力分野

１５

○欧州統合は、エネルギー分野の共同管理から始まり、関税自由化、資本・労
働・サービス自由化、通貨統合へと協力分野を拡大していった。
○「東アジア共同体」を将来目標として掲げ、成長活力に溢れる東アジアの特長
を活かし、EPA/FTA、インフラ開発、エネルギー・環境など、地域の課題解決へ向
けた具体的協力が積み重ねられている。

0
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2000

3000

4000
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7000

8000

9000

10000

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

中国

ASEAN

（億円）

日本からASEAN・中国向けの直接投資は増大している
○圧倒的に多かった日本のASEAN向け直接投資は、アジア経済危機後とITバブル崩壊後に急
減したが、その後資源関連投資もあり、概ね再び拡大している。
○他方、2000年以降急増してきた日本の中国向け投資は、大型投資の一巡や投資環境の変化
に伴い、06年以降は伸び悩んでいる。

１６

（注） ここでのASEANは、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、シンガポール、ベトナム、ブル
ネイ、ラオス（1998年以降）、ミャンマー（1998年以降）、カンボジア（1999年以降）

（資料） 日本銀行「国際収支統計」

日本の対外直接投資の推移（国際収支ベース)



日本企業に人気のある投資先はどこの国か？

○ JBICの調査によれば、日本企業が有望と考える投資先の首位は近年一貫して中国であ
るが、その得票率は03年をピークに漸減し、これに対しインド、ベトナムなどが徐々に順位・得
票率を高めてきた。この背景には、中国への投資集中を懸念し、投資先の多極化を進める、
いわゆる「チャイナプラスワン｣の考え方がある。
○なお、直近の09年には、中国の得票率が持ち直しているが、これは、リーマンショック後の
世界不況の中で、拡大する中国市場の魅力が投資家を惹きつけているためと見られる。

１７

シェア シェア シェア シェア シェア シェア シェア
１位 中国 93% 中国 91% 中国 82% 中国 77% 中国 68% 中国 63% 中国 74%
２位 タイ 29% タイ 30% インド 36% インド 47% インド 50% インド 58% インド 58%
３位 米国 26% インド 24% タイ 31% ベトナム 33% ベトナム 35% ベトナム 32% ベトナム 31%
４位 ベトナム 18% ベトナム 22% ベトナム 27% タイ 29% タイ 26% ロシア 28% タイ 23%
５位 インド 14% 米国 20% 米国 20% 米国 21% ロシア 23% タイ 27% ロシア 21%
６位 インドネシア 13% ロシア 10% ロシア 13% ロシア 20% 米国 18% ブラジル 19% ブラジル 20%
７位 韓国 9% インドネシア 10% 韓国 11% ブラジル 9% ブラジル 9% 米国 17% 米国 14%
８位 台湾 7% 韓国 9% インドネシア 9% 韓国 9% インドネシア 9% インドネシア 9% インドネシア 11%
９位 マレーシア 6% 台湾 8% ブラジル 7% インドネシア 8% 韓国 6% 韓国 6% 韓国 6%
１０位 ロシア 5% マレーシア 6% 台湾 7% 台湾 6% 台湾 5% 台湾 5% マレーシア 5%

09年06年 07年03年 04年 05年 08年

（出所） 国際協力銀行 「2009年度海外直接投資アンケート」 2009年11月

我が国製造企業の中期的（今後3年程度） 有望事業展開先国・地域

（注） 数字は当該項目を「良い」と回答した事業者の比率
（出所） 国際協力銀行「２００９年度海外直接投資アンケート」（2009年11月）

投資先としてアジア各国に人気がある理由は？
○従来中国が圧倒的強さを誇ってきた「安価な労働力」については、ベトナム、インドネシア
がより魅力的になりつつある。「優秀な人材」はベトナム、インドの評価が高い。市場の現状
規模は中国が大きいが、今後の拡大可能性はインドが上回る。他方、産業集積ではタイと
同様中国の魅力が高い（中国の魅力は労働力から市場・部品へ）。インフラはタイ、中国の
評価が高く、インドが低い。
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ベトナム

中国

インドネシア

（％ ）

タイ

インド

我が国製造企業の中期的有望事業展開先に対する「有望」とする理由



東アジアにおける日系自動車メーカーの事業展開例

（出所：「トヨタの概況
2006」）

トランスミッション
前輪ドライブシャフト スイッチ

トヨタ

マニュアルトランスミッション
吸気・排気関連 ペダル類

ホンダ

トランスミッション 軸プロペラ

三菱

トランスミッション

いすゞ

フィリピン

ステアリングリンク
エンジンコンピュータ

トヨタ

ダッシュボード 等速ジョイント
バンパー

ホンダ

ステアリングギア サスペンション
日産

ギア パワーステアリング

三菱

マレーシア

（資料）日本貿易振興機構

ASEAN域内
部品生産
相互補完

ディーゼルエンジン
ステアリングコラム プレス部品
樹脂部品

トヨタ

ディーゼルエンジン
プレス加工部品、エンジン部品

いすゞ

プラスチック部品 プレス、艤装部品
メーター シリンダーブロック

ホンダ

プレス加工部品 ポンプ
カムシャフト

日産

エンジン 同部品
三菱

タイ

ガソリンエンジン 多目的車CKD部品
ドアロック・フレーム

トヨタ

ブレーキ部品
いすゞ

エンジン部品 足回り部品
オートマチックトランスミッション

ホンダ

ブレーキ 燃料タンク
三菱

インドネシア

メーター
日産

１９

AFTAや各国FTAを活用した
トヨタのアジア生産ネットワーク

ガソリガソリンエンジン、ンエンジン、
CKDCKD部品部品

ディーゼルディーゼルエエ
ンジン、プレスンジン、プレス
部品、樹脂部部品、樹脂部
品、エンジン品、エンジン
部品部品

トランストランスミッミッ
ション、スション、ス
イッチイッチ

トランストランス
ミッションミッション

★★
★★

★★

★★

欧州、中東へ欧州、中東へ

輸出生産拠点輸出生産拠点 国内向け生産拠点国内向け生産拠点

★★ 部品生産拠点部品生産拠点（右図参照）（右図参照）

中東へ中東へ

完成車完成車輸出輸出 部品輸出部品輸出

★★

★★
電子部
品

（資料）経済産業省

98 91 88

95
103

0

50

100

150

200

250

日
本

ア
ジ
ア
（
日
本
除
く
）

日
本

ア
ジ
ア
（
日
本
除
く
）

日
本

ア
ジ
ア
（
日
本
除
く
）

日
本

ア
ジ
ア
（
日
本
除
く
）

日
本

ア
ジ
ア
（
日
本
除
く
）

2000 2005 2010 2015 2020

その他

インド

中国

日本

（百万人）

34

53
64

117

226

0 

5 

10 

15 

20 

25 

2000 2005 2010 2015 2020

その他

インド

中国

（億人）

2.2
4.6

9.4

14.5

20.0

アジアの富裕層の推移アジアの中間層の推移

3.5倍

2.1倍

4.3倍

※アジアの中間層とは、世帯年間可処分所得が5,000ドル以上35,000ドル未満の所得層。

備考：世帯可処分所得の家計人口。アジアとは中国・香港・台湾・韓国・インド・
インドネシア・タイ・ベトナム・シンガポール・マレーシア・フィリピン。
2010年、2015年、2020年はEuromonitor推計値。

資料：「平成22年版通商白書」より。 Euromonitor international2010から作成。

中国
9.7億人

その他
4.1億人

インド
6.2億人

5.0

2.5

1.9

0.7

1.1
0.4

推計値

推計値
備考：世帯可処分所得の家計人口。アジアとは中国・香港・台湾・韓国・インド・

インドネシア・タイ・ベトナム・シンガポール・マレーシア・フィリピン。
各所得層の家計比率×人口で算出。

資料：「平成22年版通商白書」より。 Euromonitor international2010から作成。

中国
1億2600  
万人

その他
7900万人

インド
2100万人

21

34

8

5

26
3

1.9倍

2009年
8.8億人

2009年
日本 9,200万人
アジア 6,200万人
（日本除く）

※アジアの富裕層とは、世帯年間可処分所得が35,000ドル以上の所得層。

○少子高齢化が進む日本にとって、「アジアとともに成長する」ことは新成長戦略の柱（アジア経済戦略）。
○特に、拡大するアジアの中間所得層（ボリュームゾーン）を中心とした市場の獲得や、急増するインフラ需要へ
の対応は、日本企業にとってチャレンジングであるが大きな課題。
○アジアの中間層はこの10年で4倍超の9.4億人になっており、2020年には2倍超の20億人になる見通し。なお、
アジアの富裕層は5年以内に我が国を超え、2020年には3.5倍の2.26億人になる見通し。

急拡大するアジアの中間層と富裕層ー世界の市場となるアジア
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●日産：低所得層向け２５００ドルの低価格車開発（中国、インド）

●東芝：新興国向け低価格薄型テレビ（中国、インド）

●Ray,Vivi：現地語訳をした女性ファッション誌（タイ、中国）

●味千ラーメン：国内100店舗、アジア400店舗（中国、シンガポール、タイ等）

●味の素：食の高級化を踏まえカンボジアに新工場（タイ、マレーシア、フィリピン等）

●ヤクルト：訪問販売により健康嗜好を普及（インド、タイ、フィリピン、ベトナム等）

●セコム：オンラインの防犯・防災システム（タイ、マレーシア、ベトナム等）

●ダイソー：１００円均一のフランチャイズ展開（シンガポール、タイ、インドネシア等）

●公文：中間・低所得層もターゲットに展開（インド、インドネシア、マレーシア等）

「ボリュームゾーン戦略」を強める日本企業

＜日本企業のボリューム・ゾーン戦略の例（経済産業省資料より）

２１

○アジア中間層は日本の“３Ｃ”や“三種の神器”の時代の消費者に相当。“廉価良品”などボ
リューム・ゾーンをターゲットとした商品開発と販売網開拓が重要。
○特にアジアでは、日本のファッション（Ｒａｙ，Ｖｉｖｉなど女性ファッション誌）、料理（味千ラーメン、
味の素）、キャラクター（ドラえもん、キティちゃん）、都市生活（セコム）、省エネ・ライフスタイル
（エコ住宅）への憧れが強い。今後、日本の良さを活かした大きなビジネスチャンスあり。

ハイエンド

マーケット構造 企業の利益構造

高利益率

低利益率

（ﾅﾉ（印ﾀﾀ社）、中国
奇瑞、吉利等）

【日本企業の製品ポートフォリオ（自動車の例）】

（ﾛｰﾙｽﾛｲｽ、ﾌｪﾗｰﾘ等）

日本企業の
従来の得意
分野

（１）企業の課題：ヒト･モノ・技術・経営の現地
化の徹底
・現地人材の登用、現地密着型マーケティング、経
営判断の現地会社への委譲
・現地部品素材調達の徹底、現地での製品開発（製
品機能の絞り込み、過剰品質の削減、現地向けデ
ザイン）

（２）政府の課題：ビジネス環境の整備
・経済連携協定、投資協定の締結による関
税障壁等の撤廃、投資環境改善等
・知的財産権保護への政府間取組み
・JETROによるビジネス相談、投資セミナー、

マッチング、見本市参加支援
・BOPについては、開発援助の視点からの
F/S支援（METI、JICA）、情報提供等

今後市場が大き
く伸びる分野

（ｶﾛｰﾗ、ﾌｨｯﾄ等）

ミドルエンド
（ボリュームゾーン）

アッパーミドル
（ﾚｸｻｽ、ｲﾝﾌｨﾆﾃｨ等）

ローエンド

２２

ボリュームゾーン獲得に必要な官民の戦略

BOP市場

韓国・中国企業との競合
（三星、LG、現代、海爾、華為等）

競合分野は家電から自動車、通信
機器、プラントなどに拡大



【世界の所得ピラミッド】

年間所得20,000ﾄﾞﾙ（※）

約４０億人
（世界人口の約72%）

５兆ドル
（日本の実質国内総生産に相当）

１４億人

１．７５億人

年間所得3,000ﾄﾞﾙ（※）

出展：「THE NEXT 4 BILLION」(2007), (World Resource Institute, International Finance Corporation) 、
「ソーシャルイノベーションの経営戦略」(野村総合研究所) を基に経済産業省作成

（※）2002年購買力平価

途上国の低所得階層を対象としたBOPビジネスの拡大

BOP（Base of the 
Economic 
Pyramid)層

出所：経済産業省編「BOPビジネスのフロンティア－途上国市場の潜在的可能性と官民
連携」（2010年6月、経済産業調査会）より引用。なお原資料は、所得・消費統計が利用
可能な世界110カ国のデータを合計したもの。

２３

BOP（Base of the Economic 
Pyramid)ビジネスとは：

主として、発展途上国の低所得
階層（年収3000ドル以下)を対
象とした、持続可能な、現地で
の様々な社会的課題（水、生活
必需品・サービスの提供、貧困
削減等）の解決に資することが
期待されるビジネス。

Vestergaard Frandsen ＷＥＢサイトより

高品質な浄化装置を中に詰め込んだ飲み水浄化キット。

4ドルと安価な上に、3年間中身の交換が不要。国際機関の支
援により、アフリカ・アジア等に供給。

＜海外企業の例①＞
ライフストロー （ベスタゴー・フランセン）

営業支店 営業支店 ・・・

製品ブランド
マネジャー

テクニカル
マネジャーエリア統括マネジャー（６名）

営業支店（３５店）

シャクティ（１５，０００名）

社内関係部門

アウトソース
シャクティの管理者（７００名）

ヒンドゥスタン・
ユニリーバ

農村市場

支援

政府・自治体

例：AP州の
eガバメント政策
との連携

約４００のNGO

例：啓発活動などで
連携して活動

ヒンドゥスタンユニリーバへのヒアリング（2006年）、公開資料に基づきＮＲＩ作成

洗剤、シャンプー等を少量の小袋にして安価で提供（１袋１～４円）。

トレーニング・組織化された現地農村女性が製品を戸別販売。女
性自立に貢献。

現地政府、ユニセフ、ＮＧＯ等が「手洗い推進キャンペーン」により
側面支援。

＜海外企業の例②＞
衛生商品 （ユニリーバ）

マラリア予防用に殺虫剤を練込んだ糸使用の蚊帳「オリセットネッ
ト｣を開発。国際機関の支援により、50以上の国々に供給。

殺虫効果が５年以上持続し、経済的・効果的にマラリアを予防でき
る点が高く評価され、需要が拡大。

タンザニアで生産を行い、約7,000人の雇用を創出。地域経済発展
にも貢献。

＜日本企業の例①＞
オリセットネット（住友化学株式会社）

住友化学株式会社提供

  

水質浄化剤

水質浄化剤による凝集の様子（日本ポリ
グル株式会社WEBサイトより）

水質浄化剤で水をきれいにする子供たち

＜日本企業の例②＞
水質浄化剤（日本ポリグル株式会社）

水質浄化剤の製造を行っている中小企業（大阪府大阪市）。

この水質浄化剤を活用し、バングラデシュにおいて安全な飲
み水の普及に取り組んでいる。更に、現地の女性による販売
ネットワークを構築中。

BOPビジネスの実例 （経済産業省資料）
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■ODAとは
Official Development Assistance（政府開発援助）の略。①政府または政府の実施機関から、

②直接または国際機関経由で開発途上国に供与されるもので、③開発途上国の経済・社会の

発展や福祉の向上に役立つために行う、資金や技術の提供による協力を指す。

■ODAは国際社会での重要な責務
世界人口約67億人のうち約8割は、飢えや貧困に苦しみ、教育や医療を満足に受けられない

人々。特にグローバル化の急速な進展とともに、環境破壊、感染症、国際テロ・紛争、金融危

機、経済格差などの問題が拡大。ODAを通じて途上国の抱えるこうした問題に対応し、地球全

体の問題解決に努めるのは、国際社会の一員としての当然の務め。資源・エネルギーや食糧

を海外に依存する我が国が自らの安全と繁栄を確保する上でも、ODAによる世界各国との連

携は欠かせない*。

*２０１０年６月外務省「ODAのあり方に関する検討/最終取りまとめ」によれば、国際協力の理念（目的）は、

「開かれた国益の増進」であり、具体的には、①貧困削減、②平和への投資、③持続的成長への後押し、

の３つを重点分野とする、とされている. 

ODA（政府開発援助）とは？

２５

■2008年10月、我が国技術協力の中核実施機関であった国際協力機構（JICA)は、国
際協力銀行（JBIC)から有償資金協力業務（円借款・海外投融資）を、外務省から無償
資金協力業務の大部分をそれぞれ承継し、新JICAとして発足した。
■新JICAは、技術協力、有償資金協力、無償資金協力を一体的、包括的、連続的に実
施する世界有数のODA実施機関となり、より一層戦略的・効果的なODAの実施が可
能となった。

二国間援助

ＯＤＡ
(政府開発援助）

多国間援助

無償資金協力※

技術協力

有償資金協力(円借款）

国際機関への拠出

外務省

旧ＪＩＣＡ

旧ＪＢＩＣ（経済協力業務）

※外交政策の遂行上の必要から外務省が引き続き自ら実施するものを除く。

新JICA

2010年度事業規模

無償：971億円
（JICA実施分無償資金協
力予算規模）

技協：1,512億円
(一般勘定支出予算額）

有償：8,910億円

（有償資金協力事業規模）

ODAの仕組みとJICAについて
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無償資金協力とは？

所得水準が低い開発途上国を対象に、返済義務を課さずに開発資金を提供するもの。
学校、病院、井戸、道路などの基礎インフラの整備や、医薬品、機材などの調達に当
てられる。

マリ：カイ、セグ、モブチ地域給水計画 バングラデシュ：第５次多目的サイクロンシェルター
建設計画

２７

技術協力とは？
開発途上国の人材育成、制度構築のために、専門家の派遣、必要な機材の供与、途上国人
材の日本での研修などを行うもの。行政、公共事業、農林水産業、鉱工業、エネルギー、
商業・観光、人的資源、保健・医療、社会福祉など幅広い課題に対応する協力内容をオー
ダーメイドで組み立て、実施している。

ウガンダ：ネリカ米振興計画

UGANDA: NERICA Rice Promotion Project

パレスチナ：母子保健向上計画（母子手帳の普及啓蒙)

PALESTINE: Project for Improving Reproductive Health
(Maternal and Child Health)
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有償資金協力（円借款）とは？

一定以上の所得水準に達している開発途上国を対象に、長期返済、低金利という緩や
かな条件で開発資金（円貨）を貸し付けるもの。多額の資金を要する道路、橋梁、鉄
道、空港、港湾、水道、電力、灌漑といったインフラ整備が中心であるが、人材育成
、貧困削減、環境保全、財政再建といった途上国の政策プログラムに対し一定額が一
括して貸し付けられることもある。

インド：高速輸送システム建設計画（デリー・メトロ） ラオス・タイ：第2メコン国際架橋計画

２９
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▲マプタプット港

▲ラムタコン揚水式水力発電所

▲スワンナプーム国際空港

▲★シハヌークビル港

▲★カイメップ・チーバイ港

▲レムチャバン港
▲タンソンニャット国際空港

▲フーミー火力発電所

●カンボジア国道１号線

★ヤンゴン港

▲ヤンゴン国際空港

▲●バルーチャン水力発電所

●カンボジア国道6・7号線

東西経済回廊

南部経済回廊

南北経済回廊

▲●ナムグム水力発電所

▲ナムルック水力発電所

●ビエンチャン国際空港

▲カイラン港

▲ファーライ火力発電所

▲ハイフォン港

▲ハイヴァントンネル

▲ダナン港

●パクセー橋

●メコン架橋（きずな橋）

▲第２メコン架橋

【事例】東南アジア・メコン地域での多様な日本の経済協力案件

●ラオス国道９号線

▲円借款 ●無償資金協力 ★技術協力

メコン川

ネーピードー

ビエンチャン

バンコク

プノンペン

ハノイ

コンポンチャム

シェムリアップシソポン

モーラミャイン
ピサヌローク

ムクダハン

パクセー

フエ

ダナン

ハイフォン
チェンライ

ブンタオ

ホーチミン

開発の
三角地帯

タイ

ラオス

ベトナム

カンボジア

ミャンマー

トラート

ヤンゴン

ノンカイ

サバナケット

昆明



広
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計
画
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定

貨物専用鉄道の整備
JICAJICA円借款（４５００億円）円借款（４５００億円）

プロジェクト開発ファンドプロジェクト開発ファンド
インド政府（７５億円）インド政府（７５億円）
ＪＢＩＣ（７５億円）ＪＢＩＣ（７５億円）
収益性のある開発
パッケージの組成

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
売
却
（
入
札
）

民
間
投
資
に
よ
る
イ
ン
フ
ラ
建
設

（民間）

（インド政府）

【事例】インドに日本の経験をーデリー・ムンバイ産業大動脈構想

（デリームンバイ開発公社）
デリー

ムンバイ

★

★

日本
工場村

デリームンバイ産業大動脈 開発手法
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○デリー・ムンバイ間（約１４００キロ）を円借款（STEP）による貨物専用鉄道で結び、民間投資
により周辺のハード・ソフトインフラを総合的に整備する計画。日本の太平洋ベルト工業地帯に
着想を得て、インドが日本に協力依頼。（昨年末に約150億円の「プロジェクト開発ファンド」（F/S
資金)を日印折半で設立）。
○先行プロジェクトとして、「日本工場村」を建設中。自動車部品メーカーなど１９社（三井化学、
ダイキン等）が進出。

おわりに：アジアで生きる・アジアと生きる

○アジアは今世紀、「世界の工場」「世界の市場」として、世界のヒト･モノ･
カネが集まる場所に。

○アジアの発展は、日本の経済協力によるインフラ整備と日本企業の産
業ネットワークが支えてきた面がある。

○経済国境は徐々に低くなり、東アジア共同体へ向かっていく。政治・治
安、貧困･格差、環境・エネルギーなど地域の共通課題も多い。

○今後の日本経済の発展はアジア経済の成長と一体不可分。さまざまな
ビジネスチャンスを積極的に生かしていく必要がある。

○九州は日本の中でもアジアに近く、様々な交流がなされてきた地域。ア
ジアの時代は九州の時代でもある。

○内向き志向と言われる日本の若者の活躍の場所も、アジアにはたくさ
んある。アジアの時代に、アジアで生きていくこと、アジアと共に伸びて
いくことを考えていって欲しい。
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